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(57)【要約】
【課題】本発明の課題は、高い不燃性及び光拡散性を有
する有機エレクトロルミネッセンス用光拡散シートを提
供することである。
【解決手段】本発明の有機エレクトロルミネッセンス用
光拡散シートは、有機エレクトロルミネッセンスパネル
に使用する、ガラスクロスを用いた有機エレクトロルミ
ネッセンス用光拡散シートであって、前記ガラスクロス
が、当該ガラスクロスを構成するガラス繊維の表面又は
当該ガラス繊維間に、シリカを必ず有し、かつ、金属ア
ルコキシド及び金属アルコキシドの反応生成物のうち少
なくとも一種を有することを特徴とする。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　有機エレクトロルミネッセンスパネルに使用する、ガラスクロスを用いた有機エレクト
ロルミネッセンス用光拡散シートであって、
　前記ガラスクロスが、当該ガラスクロスを構成するガラス繊維の表面又は当該ガラス繊
維間に、シリカを必ず有し、かつ、
　金属アルコキシド及び金属アルコキシドの反応生成物のうち少なくとも一種を有するこ
とを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス用光拡散シート。
【請求項２】
　全光線透過率が、４５～６０％の範囲内であることを特徴とする請求項１に記載の有機
エレクトロルミネッセンス用光拡散シート。
【請求項３】
　ヘイズ値が、９０％以上であることを特徴とする請求項１又は請求項２に記載の有機エ
レクトロルミネッセンス用光拡散シート。
【請求項４】
　前記ガラスクロスの単位面積当たりの質量が、８０～１２０ｇ／ｍ２の範囲内であり、
　前記ガラスクロスの厚さが、８０～１２０μｍの範囲内であることを特徴とする請求項
１から請求項３までのいずれか一項に記載の有機エレクトロルミネッセンス用光拡散シー
ト。
【請求項５】
　請求項１から請求項４までのいずれか一項に記載の有機エレクトロルミネッセンス用光
拡散シートを有することを特徴とする有機エレクトロルミネッセンスパネル。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機エレクトロルミネッセンス用光拡散シート及び当該光拡散シートが具備
された有機エレクトロルミネッセンスパネルに関する。より詳しくは、不燃性及び光拡散
性が改良された有機エレクトロルミネッセンス用光拡散シート等に関する。
【背景技術】
【０００２】
　面照明装置や内照式看板などの照明装置においては、一般に、その発光面において輝度
が充分に高いこと等が求められる。そのような発光面には、光源からの光を拡散させる光
拡散シートが用いられる。
【０００３】
　光拡散シートには、例えばアクリル樹脂シートなどの樹脂シート、艶消しガラス、ガラ
ス繊維織物を基布として用いたガラス繊維シートが用いられている（例えば、特許文献１
～４参照。）
【０００４】
　また、これら光拡散シートの光拡散性をさらに向上させた光拡散用ガラス繊維シート（
例えば、特許文献５参照。）、光拡散性に加え不燃性を向上させた光拡散性不燃複合部材
が提案されている（例えば、特許文献６参照。）。
【０００５】
　しかしながら、近年の照明装置などの高度化などにより、従来の光拡散用ガラス繊維シ
ートの光拡散性をさらに高めたものが求められるようになってきている。
　例えば、特許文献５に記載の光拡散用ガラス繊維シートは、光拡散性を高めるために、
ガラス繊維織物の少なくとも一方の面にフッ素樹脂又はシリコーン樹脂からなる樹脂被覆
層が形成されており、ある程度の光拡散性を有するものの、近年求められている高い光拡
散性を充足できていない。
　また、特許文献６に記載の光拡散性不燃複合部材では、光拡散性をある程度維持しなが
ら不燃性を高めるために、縮合反応性シリコーン樹脂を塗工若しくは含浸しており、不燃
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性は向上するものの、光拡散性は近年の高度な要求には十分ではない。
【０００６】
　すなわち、従来の光拡散用のガラス繊維シートにおいては、その構造・機械的特性、不
燃性・防汚性及び光拡散性などについては一定程度の改善が行われているものの、有機エ
レクトロルミネッセンス用の照明機器などに対して十分な光拡散性の要求には応えられる
ものではなかった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開平８－１９５１１４号公報
【特許文献２】特開平８－２５９６３７号公報
【特許文献３】特開平８－２９０５２８号公報
【特許文献４】特開平８－３０６２１５号公報
【特許文献５】特開２００１－０５５６４６号公報
【特許文献６】特開２０１３－３５９３９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、以上の問題点に鑑みてなされたものであり、解決課題は、高い不燃性及び光
拡散性を有する有機エレクトロルミネッセンス用光拡散シートを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者らは、前述の課題を解決するために鋭意研究を重ねた結果、光拡散シートにガ
ラスクロスを用いる場合、当該ガラスクロスにシリカや金属アルコキシドを付着させると
、有機エレクトロルミネッセンス（以下、「有機ＥＬ」ともいう。）用光拡散シートとし
て不燃性及び光拡散性を顕著に向上させることができることを見いだし、本発明に至った
。
　すなわち、本発明に係る上記課題は、以下の手段により解決される。
【００１０】
　１．有機エレクトロルミネッセンスパネルに使用する、ガラスクロスを用いた有機エレ
クトロルミネッセンス用光拡散シートであって、
　前記ガラスクロスが、当該ガラスクロスを構成するガラス繊維の表面又は当該ガラス繊
維間に、シリカを必ず有し、かつ、
　金属アルコキシド及び金属アルコキシドの反応生成物のうち少なくとも一種を有するこ
とを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス用光拡散シート。
【００１１】
　２．全光線透過率が、４５～６０％の範囲内であることを特徴とする第１項に記載の有
機エレクトロルミネッセンス用光拡散シート。
【００１２】
　３．ヘイズ値が、９０％以上であることを特徴とする第１項又は第２項に記載の有機エ
レクトロルミネッセンス用光拡散シート。
【００１３】
　４．前記ガラスクロスの単位面積当たりの質量が、８０～１２０ｇ／ｍ２の範囲内であ
り、
　前記ガラスクロスの厚さが、８０～１２０μｍの範囲内であることを特徴とする第１項
から第３項までのいずれか一項に記載の有機エレクトロルミネッセンス用光拡散シート。
【００１４】
　５．第１項から第４項までのいずれか一項に記載の有機エレクトロルミネッセンス用光
拡散シートを有することを特徴とする有機エレクトロルミネッセンスパネル。
【発明の効果】
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【００１５】
　本発明の上記手段により、ガラスクロスが、当該ガラスクロスを構成するガラス繊維の
表面又は当該ガラス繊維間に、シリカを必ず有し、かつ、金属アルコキシド及び金属アル
コキシドの反応生成物のうち少なくとも一種を有することにより、有機エレクトロルミネ
ッセンス用光拡散シートとして不燃性及び光拡散性を顕著に向上させることができる。こ
れにより、不燃性及び光拡散性が高度に要求される有機エレクトロルミネッセンス用パネ
ル（照明装置）に使用することができる有機エレクトロルミネッセンス用光拡散シートを
提供することができる。
【００１６】
　本発明の効果の発現機構ないし作用機構については、明確にはなっていないが、以下の
ように推察している。
【００１７】
　本発明者らは、シリカとともに金属アルコキシド及び金属アルコキシドの反応生成物の
うち少なくとも一種をガラスクロスが有することにより、シリカをガラスクロスへ定着さ
せることでヘイズを高めることができたものと推察している。また、ガラスクロスに付着
させた金属アルコキシドが、金属酸化物等の不燃性の高い反応生成物に変化し、ガラスク
ロスの不燃性を更に高めることができたものと推察している。さらに、ガラスクロスを透
過する有機エレクトロルミネッセンスの発光が、シリカの粒子に当たり、屈折、散乱し、
発光を均一に分散させることができるため、光拡散性及び角度依存性を優れたものにする
ことができたものと推察している。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】有機エレクトロルミネッセンス用光拡散シートの概略断面図
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　本発明の有機エレクトロルミネッセンス用光拡散シートは、当該有機ＥＬ用光拡散シー
トに用いられるガラスクロスが、シリカを有し、かつ、金属アルコキシド及び金属アルコ
キシドの反応生成物のうち少なくとも一種を有することを特徴とする。
　この特徴は、請求項１から請求項５までの請求項に係る発明に共通する又は対応する特
徴である。
【００２０】
　本発明の実施形態としては、全光線透過率が、４５～６０％の範囲内であることが本発
明の効果発現の観点から好ましい。これにより、光取り出し効率の向上の効果が得られる
。
【００２１】
　本発明の実施形態としては、ヘイズ値が、９０％以上であることが本発明の効果発現の
観点から好ましい。これにより、色度の角度依存性改善の効果が得られる。
【００２２】
　本発明の実施形態としては、ガラスクロスの単位面積当たりの質量が、８０～１２０ｇ
／ｍ２の範囲内であり、ガラスクロスの厚さが、８０～１２０μｍの範囲内であることが
本発明の効果発現の観点から好ましい。これにより、全光線透過率の向上の効果が得られ
る。
【００２３】
　本発明の有機ＥＬ用光拡散シートは、有機エレクトロルミネッセンスパネルに好適に具
備され得る。これにより、優れた光取り出し効率と高い不燃性の効果が得られる。
【００２４】
　以下、本発明とその構成要素、及び本発明を実施するための形態・態様について詳細な
説明をする。なお、本願において、「～」は、その前後に記載される数値を下限値及び上
限値として含む意味で使用する。
【００２５】
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［有機エレクトロルミネッセンス用光拡散シートの概要］
　本発明の有機エレクトロルミネッセンス用光拡散シート（以下、有機ＥＬ用光拡散シー
トともいう。）は、有機ＥＬパネルに使用する、ガラスクロスを用いた有機ＥＬ用光拡散
シートであって、ガラスクロスが、当該ガラスクロスを構成するガラス繊維の表面又は当
該ガラス繊維間に、シリカを必ず有し、かつ、金属アルコキシド及び金属アルコキシドの
反応生成物のうち少なくとも一種を有することを特徴とする。
　以下に、有機ＥＬ用光拡散シートの各構成要素について詳細に説明する。
【００２６】
＜ガラスクロス＞
　本発明におけるガラスクロスとは、ガラス繊維の束（ストランド）からなるガラス繊維
織物をいい、公知のガラス繊維織物等を用いることができる。その素材であるガラス繊維
としては、特に制限はなく、汎用の無アルカリガラス繊維、耐酸性の含アルカリガラス繊
維、高強度・高弾性率ガラス繊維、耐アルカリ性ガラス繊維等のいずれであってもよい。
ガラス繊維織物の織布方法も、平織り、綾織り、朱子織り、斜子織り、畦織り等のいずれ
であってもよい。
【００２７】
　ガラスクロスを構成するガラス繊維の直径は、光拡散シートの光拡散性等の観点から、
３～１０μｍの範囲内が好ましい。ガラス繊維の直径を３～１０μｍの範囲内とすること
により、後述するガラスクロスの全光線透過率及びヘイズ値をより好適にすることができ
る。
【００２８】
　ガラスクロスの単位面積当たりの質量（以下、「目付け」ともいう。）は、光拡散シー
トの光拡散性等の観点から、８０～１２０ｇ／ｍ２の範囲内が好ましい。当該質量範囲を
８０～１２０ｇ／ｍ２とすることにより、得られる光拡散シートの光拡散性を良好なもの
とすることができるとともに光透過性に優れ、また加工工程でガラスクロスが破損してし
まう恐れが少ない耐久性の優れたものとなる。
【００２９】
　ガラスクロスの厚さは、光拡散性及び光透過性の観点から、８０～１２０μｍの範囲内
がより好ましい。８０～１２０μｍの範囲内とすることにより、全光線透過率の向上の効
果が得られ、光拡散性と光透過性のバランスがより取れたものとなる。
【００３０】
　また、ガラスクロスは、開繊処理が施されていることが好ましい。開繊処理とは、一般
に繊維を開かせる（ばらけさせる）処理である。
　例えば、複数のガラス繊維からなるガラスクロスに開繊処理を施すことによって、その
ガラス繊維同士をばらけさせ、シートに占めるガラス繊維の面積を増大させることができ
、厚さを薄くさせて全光線透過率を向上させると同時に、ヘイズ値をより高くすることが
できる。
【００３１】
　上記開繊方法としては、例えば、高圧ウォータージェットによる方法、バイブロウォッ
シャーによる方法、超音波振動による方法、ローラーによる加圧での加工処理方法など公
知の方法を用いることができる。かかる開繊処理は、ガラス繊維を用いた製織工程におい
て同時に行ってもよいし、該製織工程後に行ってもよい。後述するヒートクリーニング前
あるいは後若しくはヒートクリーニングと同時に行ってもよいし、上記表面処理と同時に
若しくは後に行ってもよいが、より好ましくは、ヒートクリーニング前に開繊処理を施す
のが好ましい。
【００３２】
　ガラスクロスは、一般に生機といわれるガラスフィラメント糸を製織した状態の織物を
加熱処理により脱糊、いわゆるヒートクリーニングを行いガラス繊維表面の有機物を除去
した後、シランカップリング剤を主体とする表面処理を行い、使用されることが好ましい
。
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　ヒートクリーニングを行うことで、ガラスクロスの生機に付着した収束剤を除去するこ
とができる。
　ヒートクリーニング処理は、通常、約３００～４００℃の範囲内の加熱炉内にガラスク
ロスを約２４～１２０時間、好ましくは約４８～９６時間程度放置することにより行われ
る。
【００３３】
＜コロイダルシリカ＞
　本発明に係るガラスクロスは、当該ガラスクロスを構成するガラス繊維の表面又は当該
ガラス繊維間に、シリカ（二酸化ケイ素）を必ず有することを特徴とする。これは、当該
ガラスクロスを構成するガラス繊維の表面に当該シリカ等が化学吸着若しくは物理吸着し
ている状態又は当該ガラス繊維間に当該シリカ等が挟持されている状態をいう。具体的に
は、ガラス繊維の表面又は当該ガラス繊維間に、シリカが存在する状態であればよい。
　ガラスクロスが、シリカを有する状態にするためには、シリカを含有する溶液を、浸漬
手段、塗布手段、スプレー手段等により、ガラスクロスにシリカを含浸させる方法が挙げ
られる。ここでの含浸とは、ガラスクロスに溶液をガラスクロスの内部まで浸して含ませ
ることをいう。なお、本発明において、シリカを含浸する溶液とは、溶液、懸濁液又は分
散液等の液体状態を含むものとする。
　当該シリカとは、用途に合わせた形状・サイズのシリカ粒子であればよく、例えば、球
状で、平均粒子径が、５～３００ｎｍの範囲内であることが好ましく、１０～１００ｎｍ
の範囲内であることがより好ましく、１５～３０ｎｍの範囲内であることが一層好ましく
。また、溶液に含有されるシリカは、コロイダルシリカであることが好ましい。
【００３４】
　本発明に係るガラスクロスに用いることができるコロイダルシリカとしては、特に限定
されず、市販品を用いることができる。
　具体的には、例えば、商品名「スノーテックス－ＸＬ」、「スノーテックス－ＹＬ」、
「スノーテックス－ＺＬ」、「ＰＳＴ－２」、「スノーテックス－２０」、「スノーテッ
クス－３０」、「スノーテックス－Ｃ」、「スノーテックス－Ｏ」、「スノーテックス－
ＯＳ」、「スノーテックス－ＯＬ」、「スノーテックス－５０」（以上、日産化学工業社
製）、商品名「アデライトＡＴ－３０」、「アデライトＡＴ－４０」、「アデライトＡＴ
－５０」（以上、日本アエロジル社製）、商品名「シリカドール４０」（日本化学工業社
製）などが挙げられる。これらの中でも、商品名「スノーテックス－Ｏ」、「スノーテッ
クス－ＯＳ」、「スノーテックス－ＯＬ」及び商品名「シリカドール４０」等の水分散体
が特に好ましい。
【００３５】
＜糖類（酵素処理物）＞
　ガラスクロスに含浸等させるシリカを含有する溶液としては、コロイダルシリカに加え
て、更に、糖類の酵素処理物を含有していてもよい。糖類の酵素処理物を溶液に添加する
ことにより、溶液の安定性が向上するとともに、シリカのガラスクロスに対する付着性が
向上すると考えられる。
　また、酵素の処理物に代えて、糖類及び酵素を添加して、コロイダルシリカが存在する
系で酵素反応させて調製してもよい。
　前記溶液は、例えば、コロイダルシリカ、金属アルコキシド、イソプロピルアルコール
、及びシクロデキストリングルコシルトランスフェラーゼやアルギン酸リアーゼ等の糖類
分解酵素を含むものであってもよい。
【００３６】
　糖類としては、例えば、単糖類や多糖類及びそれらの誘導体などが挙げられる。好まし
い例としては、例えば、シクロデキストリン、キトサン、グアーガム、キサンタンガム、
ローカストビーンガム、トラガントガム、アルギン酸、ペクチン、カラギナン、キトサン
、キシラン、プルラン、メチルセルロース及びカルボキシメチルセルロース（ＣＭＣ）等
が挙げられる。
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　これらは一種又は二種以上で用いてもよいが、少なくともシクロデキストリン及び／又
はキトサンを含むのがよく、シクロデキストリン及びキトサンを含むのが好ましく、シク
ロデキストリン、キトサン及びプルランを含むのがより好ましい。
【００３７】
＜酵素＞
　前記糖類を処理する酵素としては、例えば、加水分解酵素、糖転移酵素及び異性化酵素
等が挙げられ、これらの一種又は二種以上を用いてもよいが、中でも、加水分解酵素及び
／又は糖転移酵素が好ましく、加水分解酵素が最も好ましい。これらの酵素は、公知の酵
素であってよい。
【００３８】
　加水分解酵素としては、例えば、デキストラナーゼ、ヘミセルラーゼ、β－ガラクトマ
ンナナーゼ、（β－ガラクトシダーゼ）ペクチンエステラーゼ、プルラナーゼ、アルギン
リアーゼ、キシラナーゼ、ペクチナーゼ、セルラーゼ及びアミラーゼ等が挙げられる。
　転移酵素としては、例えば、シクロマルトデキストリングルカノトランスフェラーゼ、
シクロデキストリングルコシルトランスフェラーゼ、デキストリンデキストラナーゼ、β
－フラクトフラノシダーゼ及びβ－ガラクトシダーゼ等が挙げられる。
　異性化酵素としては、ラセマーゼ及びグルコーマイソメラーゼ等が挙げられる。
　これらの酵素は、使用する多糖類等の糖類に応じて、適宜選択される。
　例えば、多糖類として、ローカストビーンガム、キサンタンガム、グアーガムなどを用
いる場合は、ヘミセルラーゼ、β－ガラクトマンナナーゼなどが用いられ、アルギン酸を
用いる場合は、アルギン酸リアーゼが用いられ、キトサンを用いる場合は、キトサナーゼ
、ペクチナーゼなどが用いられ、ペクチンを用いる場合は、ペクチナーゼが用いられ、キ
シランを用いるときはキシラナーゼが用いられ、カルボキシメチルセルロースを用いる場
合は、セルラーゼが用いられ、シクロデキストリンを用いるときはシクロマルトデキスト
リングルカノトランスフェラーゼ、シクロデキストリングルコシルトランスフェラーゼ、
デキストラナーゼなどを用いることができる。
　これらの酵素は精製酵素であってもよく、また、粗酵素であってもよく、あるいはこれ
らの酵素を産生する微生物を酵素源として用いてもよい。
【００３９】
＜コロイダルシリカ溶液＞
　本発明に用いられるコロイダルシリカ溶液における各成分の配合割合は、本発明の目的
を阻害しない限り特に限定されないが、通常、水に対して、コロイダルシリカ１０～６０
質量％、糖類の酵素処理物０～５質量％の範囲内であり、好ましくは、コロイダルシリカ
２０～５０質量％、糖類の酵素処理物０．０５～２質量％である。
【００４０】
　コロイダルシリカ溶液の調製法の一例を示すと、本発明の目的を阻害しない限り、各種
添加剤を配合することができる。前記添加剤としては、例えば、無機充填剤、難燃化剤、
酸化防止剤、帯電防止剤及び滑剤などが挙げられる。
【００４１】
　無機充填剤としては、例えば、炭酸カルシウム、硫酸バリウム、ケイ砂、タルク、クレ
ー、マイカ、シリカ、ゼオライト及びグラファイトなどが挙げられる。
　難燃化剤としては、金属水酸化物や含水無機結晶化合物が好ましく、より具体的には例
えば、水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウム、水酸化カルシウム、塩基性炭酸マグネ
シウム、ハイドロタルク石群（例えば、ハイドロタルク石、スチヒタイト、パイロオーラ
イト等）、二水和石こう及びアルミン酸化カルシウムなどが好ましい。
　酸化防止剤としては、例えばフェノール系又はアミン系の酸化防止剤等が挙げられる。
　帯電防止剤としては、例えば、アニオン系、カチオン系又は非イオン系界面活性剤等が
挙げられる。
　滑剤としては、例えば、炭化水素系、脂肪酸系、脂肪酸アミド系、エステル系、アルコ
ール系又は金属石鹸系滑剤等が挙げられる。
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　前記添加剤のコロイダルシリカ溶液中の含有量は、本発明の目的を阻害しない限り特に
限定されず、バインダー溶液に対して、通常５０質量％以下であり、好ましくは３０質量
％以下である。
【００４２】
　なお、コロイダルシリカ溶液は、便宜上、コロイダルシリカ溶液の固形分濃度が０．１
～５０質量％（好ましくは１～４０質量％、より好ましくは５～４０質量％）となり、２
５℃における粘度が５０～５００ｍＰａ・ｓ（２００～３００ｍＰａ・ｓ、より好ましく
は２３０～２７０ｍＰａ・ｓ）となり、２５℃におけるｐＨが７～１４（好ましくは９～
１３、より好ましくは１０～１２）となり、比重が１．１～１．５（好ましくは１．２～
１．４）となるように、水に、コロイダルシリカ、糖類、酵素及び所望により添加剤を、
それぞれ少量ずつ添加して混合するか、あるいは水に糖類、酵素を添加した場合、撹拌し
て酵素反応させ、これにコロイダルシリカ及び所望により添加物を添加して混合すること
により調製することができる。
【００４３】
＜金属アルコキシド＞
　本発明における金属アルコキシド（金属アルコラートともいう。）としては、チタンア
ルコキシド、ジルコニウムアルコキシド、アルミニウムアルコキシド、アンチモンアルコ
キシド、シリカアルコキシド（アルコキシシラン又はアルキルシリケート）等が挙げられ
る。
　金属アルコキシドを構成するアルコールとしては、例えば、メタノール、エタノール、
ｎ－プロパノール、ｉ－プロパノール、ｎ－ブタノール、ｔ－ブタノール、ｎ－オクタノ
ール、２－エチルヘキサノール、ステアリルアルコール、シクロヘキサノール、フェノー
ル、ベンジルアルコール等の一般的なアルコールが挙げられる。
　また、アルキルシリケートとしては、メチルシリケート、エチルシリケート、ｎ－プロ
ピルシリケート、ｎ－ブチルシリケートなど、重合度（ｎ）が２０以下のものが好ましく
用いられ、なかでも、エチルシリケート、ｎ－プロピルシリケートで重合度（ｎ）が１の
ものが好ましく、エチルシリケートで重合度（ｎ）が１のものが特に好ましい。これら金
属アルコラートは、一種を単独で使用しても良く、二種以上を混合して使用しても良い。
なかでも、無機酸化物微粒子との屈折率差、密着性等の観点から、アルキルシリケートが
好ましい。
【００４４】
　このような金属アルコキシドとしては、市販品を用いることができ、具体的には、例え
ば、商品名「ＡＲ－７０９ＭＤ－ＣＲ・０２」（株式会社Ａ・Ｒ・Ｄ社製）、商品名「Ｆ
Ｊ８０３」（グランデックス社製）、商品名「ＴＭＯＳ」、「メチルシリケート５１」、
「Ｎ－ＰＯＳ」（以上、扶桑化学工業社製）、商品名「エチルシリケート２８」、「ｎ－
プロピルシリケート」及び「エチルシリケート４０」（以上、コルコート社製）などが挙
げられる。これらの中でも、光拡散性の観点から、商品名「ＡＲ－７０９ＭＤ－ＣＲ・０
２」（株式会社Ａ・Ｒ・Ｄ）及び商品名「ＦＪ８０３」（グランデックス社製）が特に好
ましい。
【００４５】
＜金属アルコキシド溶液＞
　本発明で用いられる金属アルコキシドを含有する溶液は、糖類の酵素処理物又は糖類と
酵素を含有していることが好ましい。糖類の酵素処理物、糖類及び酵素は、シリカを含有
する溶液に含有されているものと同じものを使用することができる。糖類の酵素処理物等
を溶液に添加することにより、溶液の安定性が向上するとともに、金属アルコキシド及び
金属アルコキシドの反応生成物のうち少なくとも一種のガラスクロスに対する付着性が向
上すると考えられる。
　本発明に用いられる金属アルコキシド溶液における各成分の配合割合は、本発明の目的
を阻害しない限り特に限定されないが、通常、水に対して、金属アルコキシド１０～６０
質量％、糖類の酵素処理物０～５質量％の範囲内であり、好ましくは、金属アルコキシド
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２０～５０質量％、糖類の酵素処理物０．０５～２質量％である。
　また、金属アルコキシド溶液は、本発明の目的を阻害しない限り、各種添加剤を配合す
ることができる。前記添加剤としては、例えば、無機充填剤、難燃化剤、酸化防止剤、帯
電防止剤及び滑剤などが挙げられる。これらの添加剤は、前述の添加剤を同様に用いるこ
とができる。
【００４６】
［有機エレクトロルミネッセンス用光拡散シートの製造方法］
　本発明の有機エレクトロルミネッセンス用光拡散シートは、ガラスクロスがヒートクリ
ーニングされ、次いでシランカップリング剤処理されたガラスクロスを含浸に付されるこ
とにより作製されることが好ましい。本発明の好ましい態様としては、一例として、ガラ
スクロスをヒートクリーニングし（ヒートクリーニング工程）、次いでシランカップリン
グ剤で処理し（シランカップリング剤処理工程）、シランカップリング剤で処理されたガ
ラスクロスを含浸工程に付し、含浸工程で得られた含浸物を前記乾燥工程に付すことによ
りガラスシートを製造することが挙げられる。
　以下、本発明の好ましい態様も含めて、本発明の各工程を説明する。
【００４７】
（ヒートクリーニング工程）
　本工程では、ガラスクロスをヒートクリーニングする。本工程に用いられるガラスクロ
スは、本発明の目的を阻害しない限り特に限定されないが、通常、ガラスクロスの生機で
ある。ガラスクロスの生機をヒートクリーニングすることにより、生機に付着した集束剤
を除去することができる。
　また、前記ヒートクリーニング処理は、通常、約３００～４００℃程度の加熱炉内にガ
ラスクロスを約２４～１２０時間、好ましくは約４８～９６時間程度放置することにより
行われる。
【００４８】
（シランカップリング剤処理工程）
　シランカップリング剤のガラスクロスへの固着若しくは固定化は、通常、シランカップ
リング剤を溶媒に約０．０１～２０質量％程度、好ましくは約０．１～５質量％程度の濃
度に溶解したシランカップリング剤の溶液を、ガラスクロスに含浸することにより行われ
る。
【００４９】
　本発明に用いるシランカップリング剤としては、例えば、３－グリシドキシプロピルメ
チルジエトキシシラン、２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリメトキシシ
ラン、２－グリシドキシエトキシトリメトキシシラン、２－グリシドキシエチルトリエト
キシシラン、３－アミノプロピルトリメトキシシラン、３－アミノプロピルトリエトキシ
シラン、Ｎ－２－（アミノエチル）－３－アミノプロピルメチルジメトキシシラン、Ｎ－
２－（アミノエチル）－３－アミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－２－（アミノエチ
ル）－３－アミノプロピルトリエトキシシラン、３－トリエトキシシリル－Ｎ－（１，３
－ジメチル－ブチリデン）プロピルアミン、Ｎ－フェニル－３－アミノプロピルトリメト
キシシラン、Ｎ－（ビニルベンジル）－２－アミノエチル－３－アミノプロピルトリメト
キシシラン塩酸塩、ビニルトリメトキシシラン、ビニルトリエトキシシラン、３－メタク
リロキシプロピルメチルジメトキシシラン、３－アクリロキシプロピルトリメトキシシラ
ン、３－ウレイドプロピルトリエトキシシラン、３－メルカプトプロピルメチルジメトキ
シシラン、３－メルカプトプロピルトリメトキシシラン、３－イソシアネートプロピルト
リエトキシシラン等が挙げられる。なお、主骨格となる樹脂にシランカップリング剤を結
合させた場合であっても、未反応のシランカップリング剤やシランカップリング剤同士が
反応した化合物等が、ガラスクロスに付着することもある。
【００５０】
（コロイダルシリカ含浸工程）
　コロイダルシリカ含浸工程は、シランカップリング処理を行ったガラスクロスに、水、
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コロイダルシリカ等を含有するバインダー溶液を含浸できさえすれば特に限定されない。
　前記バインダー溶液は、通常、水に、コロイダルシリカ等を溶解若しくは分散させるこ
とにより得られる。
【００５１】
　ガラスクロスへのバインダー溶液の含浸手段としては、特に限定されず、例えば、浸漬
手段、塗布手段、スプレー手段などが挙げられる。より具体的には、例えば、巻取機の捲
き芯部としてのボビンに巻回させる直前の走行ガラスクロスをバインダー溶液が収容され
たバインダー溶液槽中に浸漬させた後、例えばニップロール等で余剰のバインダー溶液を
搾り取り、適量のバインダー溶液が付着したガラスクロスを捲き芯部に巻回させるなどの
公知の方法、又は、例えば、巻取機の捲き芯部に巻回されたガラスクロスに対して刷毛で
バインダー溶液を塗布したり、スプレーでバインダー溶液を吹き付けたりするなどの公知
の方法が挙げられる。
　前記バインダー溶液の付着量は、本発明の目的を阻害しない限り特に限定されないが、
採光性に優れたガラスシートを得るという観点から、前記ガラスクロスに対して、固形分
換算で、０．００１～５０質量％が好ましく、０．０１～３０質量％がより好ましく、０
．１～２０質量％が最も好ましい。
【００５２】
（金属アルコキシド含浸工程）
　次に、コロイダルシリカを含浸させたガラスクロスに、前述した金属アルコキシドを含
有する溶液（以下、金属アルコキシド溶液ともいう。）を含浸する。
　金属アルコキシドを含有する溶液は、前述の市販品や糖類の酵素処理物等を使用するこ
とができ、当該溶液を、コロイダルシリカを含浸させたガラスクロスに含浸させる手段と
しては、前述のバインダー溶液の含浸手段と同様の公知の方法を用いることができる。
　金属アルコキシド溶液の付着量は、本発明の目的を阻害しない限り特に限定されないが
、採光性に優れたガラスシートを得るという観点から、前記ガラスクロスに対して、固形
分換算で、０．００１～５０質量％が好ましく、０．０１～３０質量％がより好ましく、
０．１～２０質量％が最も好ましい。
【００５３】
（乾燥工程）
　本工程では、金属アルコキシド含浸工程で得られた含浸物を乾燥する。本工程により有
機ＥＬ用光拡散シートが得られる。
　乾燥手段は、本発明の目的を阻害しない限り特に限定されず、自然乾燥や乾燥機を用い
る手段などの公知の手段であってよく、乾燥温度は、本発明の目的を阻害しない限り特に
限定されないが、通常、２０～５００℃であり、好ましくは８０～２００℃である。乾燥
時間は、本発明の目的を阻害しない限り特に限定されないが、通常、１秒間～１週間であ
り、好ましくは３０秒間～３日間であり、より好ましくは１分間～２０分である。
【００５４】
　かくして得られた有機ＥＬ用光拡散シートは、シート状物であり、光透過性に優れ、柔
軟性や可とう性に優れ、さらに火災時にも大量の煙を発生させることなく、不燃性に優れ
ている。なお、当該有機ＥＬ用光拡散シートは、前記添加剤として燃焼性の添加剤を多量
に用いずに製造された場合には、通常、平成１３年国土交通省令第１５１号の「鉄道に関
する技術上の基準を定める省令」の鉄道車両用材料の燃焼性規格において、不燃性に区分
され、かつ耐溶融滴下性がある。
　また、有機ＥＬ用光拡散シートは、ＪＩＳ　Ｋ　７１０５の測定法Ａに従い測定される
全光線透過率が２０～９０％であるのが好ましく、４５～６０％であるのがより好ましい
。これにより、光取り出し効率の向上の効果が得られる。
　前記ガラスシートの全光線透過率は、前記のガラスシートの製造において、例えば、原
料のガラスクロスの厚さ、目付けやバインダー溶液の屈折率（例えばバインダー溶液中の
前記添加剤の種類）を通常の方法に従い適宜に設定することにより前記した好ましい範囲
内とすることができる。
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【００５５】
　また、本発明に係る有機ＥＬ用光拡散シートのヘイズ値は、９０％以上が好ましく、９
５％以上がより好ましく、９８％以上が一層好ましい。これにより、色度の角度依存性改
善の効果が得られる。
　ヘイズ値についても、全光線透過率と同様に、ガラスクロスの厚さ、目付け等により適
宜調整することができる。
【００５６】
［有機エレクトロルミネッセンスパネル］
　本発明の有機エレクトロルミネッセンス用光拡散シートは、有機エレクトロルミネッセ
ンスパネルに好ましく使用することができ、優れた光取り出し効率と高い不燃性の効果が
得られる。
　ここで「有機エレクトロルミネッセンスパネル」とは、有機ＥＬ素子を具備したパネル
状のデバイスをいう。例えば、有機ＥＬ素子を備えた照明装置、表示装置等を挙げること
ができる。
　本発明の有機エレクトロルミネッセンス用光拡散シートを、有機ＥＬパネルに適用する
際の詳細について図１を用いて説明する。
　一例として図１に示すように、本発明の有機ＥＬパネル１０は、素子基板１１の一方の
面上に、陽極１２、有機化合物層１３及び陰極１４をこの順に備え、接着層４を介して封
止材３で封止されている。また、素子基板１１の他の一方の面上には、接着層５を介して
有機ＥＬ用光拡散シート２が備えられている。
【００５７】
〔有機ＥＬ素子の構成〕
　以下、本発明に用いられる有機ＥＬ素子の代表的な構成要素の詳細について説明する。
　本発明に用いられる有機ＥＬ素子１は、素子基板１１上に少なくとも第１電極（陽極）
１２、発光層を含む有機化合物層１３及び第２電極（陰極）１４を有する有機ＥＬ構造体
（発光部ともいう）、具体的な一例としては、素子基板１１上に第１電極（陽極）１２と
、正孔輸送層、発光層及び陰極バッファー層（電子注入層）を少なくとも有する有機化合
物層１３と、第２電極（陰極）１４とを積層した構造を有する有機ＥＬ構造体を、接着層
４、５を介して封止材３により封止された封止構造となっている。
【００５８】
　更に、本発明に用いられる有機ＥＬ構造体の代表的な層構成例を以下に示す。
（１）基板／第１電極（陽極）／有機層（発光層）／第２電極（陰極）／接着剤／封止部
材
（２）基板／第１電極（陽極）／有機層（発光層）／電子輸送層／第２電極（陰極）／接
着剤／封止部材
（３）基板／第１電極（陽極）／正孔輸送層／有機層（発光層）／正孔阻止層／電子輸送
層／第２電極（陰極）／接着剤／封止部材
（４）基板／第１電極（陽極）／正孔輸送層（正孔注入層）／有機層（発光層）／正孔阻
止層／電子輸送層／陰極バッファー層（電子注入層）／第２電極（陰極）／接着剤／封止
部材
（５）基板／第１電極（陽極）／陽極バッファー層（正孔注入層）／正孔輸送層／有機層
（発光層）／正孔阻止層／電子輸送層／陰極バッファー層（電子注入層）／第２電極（陰
極）／接着剤／封止部材
【００５９】
＜素子基板＞
　素子基板１１（以下、基体、基板、基材、支持体ともいう。）は、例えば、ガラス、プ
ラスチック等の透明性材料で形成することができる。好ましくは、ガラス基板、可撓性基
材で構成するのがよい。可撓性基材としては、透明樹脂フィルムや薄膜ガラス等を用いる
ことができる。
　透明樹脂フィルムとしては、例えば、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリエ
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チレンナフタレート（ＰＥＮ）等のポリエステル、ポリエチレン、ポリプロピレン、セロ
ファン、セルロースジアセテート、セルローストリアセテート（ＴＡＣ）、セルロースア
セテートブチレート、セルロースアセテートプロピオネート（ＣＡＰ）、セルロースアセ
テートフタレート、セルロースナイトレート等のセルロースエステル類又はそれらの誘導
体、ポリ塩化ビニリデン、ポリビニルアルコール、ポリエチレンビニルアルコール、シン
ジオタクティックポリスチレン、ポリカーボネート、ノルボルネン樹脂、ポリメチルペン
テン、ポリエーテルケトン、ポリイミド、ポリエーテルスルホン（ＰＥＳ）、ポリフェニ
レンスルフィド、ポリスルホン類、ポリエーテルイミド、ポリエーテルケトンイミド、ポ
リアミド、フッ素樹脂、ナイロン、ポリメチルメタクリレート、アクリル、ポリアリレー
ト類、アートン（登録商標：ＪＳＲ社製）又はアペル（登録商標：三井化学社製）と呼ば
れるシクロオレフィン系樹脂等が挙げられる。
【００６０】
　素子基板１１を透明樹脂フィルムで構成した場合、有機ＥＬ素子１内への水蒸気、酸素
等の透過を抑制するために、透明樹脂フィルムの表面に、無機材料からなる被膜、有機材
料からなる被膜又はこれらの被膜を積層したハイブリッド被膜を設けてもよい。
　この場合には、水蒸気透過度（環境条件：２５±０．５℃、相対湿度（９０±２）％Ｒ
Ｈ）が約０．０１ｇ／ｍ２・２４ｈ以下の値となるようなバリア性フィルムで上記被膜を
構成することが好ましい。また、上記被膜を酸素透過度が約１０－３ｍｌ／ｍ２・２４ｈ
・ａｔｍ以下の値であり、かつ、水蒸気透過度が約１０－３ｇ／ｍ２・２４ｈ以下の値と
なるようなバリア性フィルムで構成することがより好ましい。さらに、上記被膜を酸素透
過度が約１０－３ｍｌ／ｍ２・２４ｈ・ａｔｍ以下の値であり、かつ、水蒸気透過度が約
１０－５ｇ／ｍ２・２４ｈ以下の値となるようなバリア性フィルムで構成することが特に
好ましい。
　なお、「水蒸気透過度」とは、日本工業規格ＪＩＳ　Ｋ　７１２９（２００８年）に準
拠した赤外センサー法により測定された値であり、「酸素透過度」は、ＪＩＳ　Ｋ　７１
２６（２００６年）に準拠したクーロメトリック法（Ｍｏｃｏｎ法）により測定された値
である。
　上述したバリア性フィルムの形成材料としては、有機ＥＬ素子１の劣化を招く、例えば
、水分、酸素等の因子の有機ＥＬ素子１への浸入を抑制できる材料であれば、任意の材料
を用いることができる。
【００６１】
　バリア性フィルムとしては、例えば、酸化ケイ素、二酸化ケイ素、窒化ケイ素等の無機
材料からなる被膜等が挙げられる。なお、バリア性フィルムの脆弱性を改良するためには
、上記無機材料からなる被膜と有機材料からなる被膜とを積層したハイブリッド被膜でバ
リア性フィルムを構成することが好ましい。この場合、無機材料からなる被膜と有機材料
からなる被膜との積層順序は任意であるが、両者を交互に複数積層することが好ましい。
　また、上述のようなバリア性フィルムの形成方法としては、バリア性フィルムを素子基
板１１（透明樹脂フィルム）上に形成できる方法であれば任意の方法を用いることができ
る。例えば、真空蒸着法、スパッタリング法、反応性スパッタリング法、分子線エピタキ
シー法、クラスターイオンビーム法、イオンプレーティング法、プラズマ重合法、大気圧
プラズマ重合法（特開２００４－６８１４３号公報参照）、プラズマＣＶＤ（Ｃｈｅｍｉ
ｃａｌ　Ｖａｐｏｒ　Ｄｅｐｏｓｉｔｉｏｎ）法、レーザーＣＶＤ法、熱ＣＶＤ法、コー
ティング法等を用いることができる。好ましくは大気圧プラズマ重合法を用いるのがよい
。
【００６２】
＜第１電極：陽極＞
　第１電極（陽極）としては、仕事関数の大きい（４ｅＶ以上）金属、合金、電気伝導性
化合物及びこれらの混合物を電極物質とするものが好ましく用いられる。このような電極
物質の具体例としてはＡｕ等の金属、ＣｕＩ、インジウムチンオキシド（ＩＴＯ）、Ｓｎ
Ｏ２、ＺｎＯ等の導電性透明材料が挙げられる。また、ＩＤＩＸＯ（Ｉｎ２Ｏ３・ＺｎＯ
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）等非晶質で透明導電膜を作製可能な材料を用いてもよい。あるいは、有機導電性化合物
のように塗布可能な物質を用いることも可能である。この第１電極（陽極）より発光を取
りだす場合には、透過率を１０％より大きくすることが望ましく、第１電極（陽極）とし
てのシート抵抗は数百Ω／□以下が好ましい。更に膜厚は材料にもよるが、通常１０～１
０００ｎｍ、好ましくは１０～２００ｎｍの範囲で選ばれる。
【００６３】
≪有機化合物層≫
＜正孔注入層：陽極バッファー層＞
　第１電極（陽極）と発光層又は正孔輸送層の間に、正孔注入層（陽極バッファー層）を
存在させてもよい。正孔注入層とは、駆動電圧低下や発光輝度向上のために電極と有機層
間に設けられる層のことで、「有機ＥＬ素子とその工業化最前線（１９９８年１１月３０
日エヌ・ティー・エス社発行）」の第２編第２章「電極材料」（１２３～１６６頁）に詳
細に記載されている。陽極バッファー層（正孔注入層）は、特開平９－４５４７９号公報
、同９－２６００６２号公報、同８－２８８０６９号公報等にもその詳細が記載されてお
り、具体例として、銅フタロシアニンに代表されるフタロシアニンバッファ層、酸化バナ
ジウムに代表される酸化物バッファー層、アモルファスカーボンバッファ層、ポリアニリ
ン（エメラルディン）やポリチオフェン等の導電性高分子を用いた高分子バッファー層等
が挙げられる。
【００６４】
＜正孔輸送層＞
　正孔輸送層とは、正孔を輸送する機能を有する正孔輸送材料からなり、広い意味で正孔
注入層、電子阻止層も正孔輸送層に含まれる。正孔輸送層は単層又は複数層設けることが
できる。正孔輸送材料としては、正孔の注入又は輸送、電子の障壁性のいずれかを有する
ものであり、有機物、無機物のいずれであってもよい。例えば、トリアゾール誘導体、オ
キサジアゾール誘導体、イミダゾール誘導体、ポリアリールアルカン誘導体、ピラゾリン
誘導体及びピラゾロン誘導体、フェニレンジアミン誘導体、アリールアミン誘導体、アミ
ノ置換カルコン誘導体、オキサゾール誘導体、スチリルアントラセン誘導体、フルオレノ
ン誘導体、ヒドラゾン誘導体、スチルベン誘導体、シラザン誘導体、アニリン系共重合体
、又導電性高分子オリゴマー、特にチオフェンオリゴマー等が挙げられる。
【００６５】
　正孔輸送材料としては上記のものを使用することができるが、ポルフィリン化合物、芳
香族第３級アミン化合物及びスチリルアミン化合物、特に芳香族第３級アミン化合物を用
いることが好ましい。芳香族第３級アミン化合物及びスチリルアミン化合物の代表例とし
ては、Ｎ，Ｎ，Ｎ′，Ｎ′－テトラフェニル－４，４′－ジアミノフェニル；Ｎ，Ｎ′－
ジフェニル－Ｎ，Ｎ′－ビス（３－メチルフェニル）－〔１，１′－ビフェニル〕－４，
４′－ジアミン（ＴＰＤ）；２，２－ビス（４－ジ－ｐ－トリルアミノフェニル）プロパ
ン；１，１－ビス（４－ジ－ｐ－トリルアミノフェニル）シクロヘキサン；Ｎ，Ｎ，Ｎ′
，Ｎ′－テトラ－ｐ－トリル－４，４′－ジアミノビフェニル；１，１－ビス（４－ジ－
ｐ－トリルアミノフェニル）－４－フェニルシクロヘキサン；ビス（４－ジメチルアミノ
－２－メチルフェニル）フェニルメタン；ビス（４－ジ－ｐ－トリルアミノフェニル）フ
ェニルメタン；Ｎ，Ｎ′－ジフェニル－Ｎ，Ｎ′－ジ（４－メトキシフェニル）－４，４
′－ジアミノビフェニル；Ｎ，Ｎ，Ｎ′，Ｎ′－テトラフェニル－４，４′－ジアミノジ
フェニルエーテル；４，４′－ビス（ジフェニルアミノ）クオードリフェニル；Ｎ，Ｎ，
Ｎ－トリ（ｐ－トリル）アミン；４－（ジ－ｐ－トリルアミノ）－４′－〔４－（ジ－ｐ
－トリルアミノ）スチリル〕スチルベン；４－Ｎ，Ｎ－ジフェニルアミノ－（２－ジフェ
ニルビニル）ベンゼン；３－メトキシ－４′－Ｎ，Ｎ－ジフェニルアミノスチルベンゼン
；Ｎ－フェニルカルバゾール、更には米国特許第５０６１５６９号明細書に記載されてい
る２個の縮合芳香族環を分子内に有するもの、例えば、４，４′－ビス〔Ｎ－（１－ナフ
チル）－Ｎ－フェニルアミノ〕ビフェニル（α－ＮＰＤ）、特開平４－３０８６８８号公
報に記載されているトリフェニルアミンユニットが三つスターバースト型に連結された４
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，４′，４″－トリス〔Ｎ－（３－メチルフェニル）－Ｎ－フェニルアミノ〕トリフェニ
ルアミン（ＭＴＤＡＴＡ）等が挙げられる。
【００６６】
　更にこれらの材料を高分子鎖に導入した、又はこれらの材料を高分子の主鎖とした高分
子材料を用いることもできる。また、ｐ型－Ｓｉ、ｐ型－ＳｉＣ等の無機化合物も正孔注
入材料、正孔輸送材料として使用することができる。
　また、特開平１１－２５１０６７号公報、Ｊ．Ｈｕａｎｇ　ｅｔ．ａｌ．著文献（Ａｐ
ｐｌｉｅｄ　Ｐｈｙｓｉｃｓ　Ｌｅｔｔｅｒｓ ８０（２００２），ｐ．１３９）に記載
されているようないわゆるｐ型正孔輸送材料を用いることもできる。本発明においては、
より高効率の発光素子が得られることから、これらの材料を用いることが好ましい。
【００６７】
＜発光層＞
　発光層とは、青色発光層、緑色発光層、赤色発光層を指す。発光層を積層する場合の積
層順としては、特に制限はなく、また各発光層間に非発光性の中間層を有していてもよい
。本発明においては、少なくとも一つの青発光層が、全発光層中最も陽極に近い位置に設
けられていることが好ましい。
　また、発光層を４層以上設ける場合には、陽極に近い順から、例えば青色発光層／緑色
発光層／赤色発光層／青色発光層、青色発光層／緑色発光層／赤色発光層／青色発光層／
緑色発光層、青色発光層／緑色発光層／赤色発光層／青色発光層／緑色発光層／赤色発光
層のように青色発光層、緑色発光層、赤色発光層を順に積層することが、輝度安定性を高
める上で好ましい。発光層を多層にすることで白色素子の作製が可能である。
【００６８】
　発光層の層厚の総和は特に制限はないが、膜の均質性、発光に必要な電圧等を考慮し、
通常２ｎｍ～５μｍ、好ましくは２～２００ｎｍの範囲内で選ばれる。更に１０～２０ｎ
ｍの範囲内にあるのが好ましい。層厚を２０ｎｍ以下にすると電圧面のみならず、駆動電
流に対する発光色の安定性が向上する効果があり好ましい。個々の発光層の層厚は、好ま
しくは２～１００ｎｍの範囲内で選ばれ、２～２０ｎｍの範囲内にあるのが更に好ましい
。青、緑、赤の各発光層の層厚の関係については、特に制限はないが、３発光層中、青発
光層（複数層ある場合はその総和）が最も厚いことが好ましい。
【００６９】
　発光層は発光極大波長が各々４３０～４８０ｎｍ、５１０～５５０ｎｍ、６００～６４
０ｎｍの範囲内にある発光スペクトルの異なる少なくとも３層以上の層を含む。３層以上
であれば、特に制限はない。４層より多い場合には、同一の発光スペクトルを有する層が
複数層あってもよい。発光極大波長が４３０～４８０ｎｍの範囲内にある層を青発光層、
５１０～５５０ｎｍの範囲内にある層を緑発光層、６００～６４０ｎｍの範囲内にある層
を赤発光層という。
　また、前記の極大波長を維持する範囲内において、各発光層には複数の発光性化合物を
混合してもよい。例えば、青発光層に、極大波長４３０～４８０ｎｍの範囲内の青発光性
化合物と、同５１０～５５０ｎｍの緑発光性化合物を混合して用いてもよい。
　発光層の材料として使用する有機発光材料は、（ａ）電荷の注入機能、すなわち、電界
印加時に陽極あるいは正孔注入層から正孔を注入することができ、陰極あるいは電子注入
層から電子を注入することができる機能、（ｂ）輸送機能、すなわち、注入された正孔及
び電子を電界の力で移動させる機能、及び（ｃ）発光機能、すなわち、電子と正孔の再結
合の場を提供し、これらを発光に繋げる機能、の三つの機能を併せもつものであれば特に
限定はない。
【００７０】
　例えば、ベンゾチアゾール系、ベンゾイミダゾール系、ベンゾオキサゾール系等の蛍光
増白剤や、スチリルベンゼン系化合物を用いることができる。上記の蛍光増白剤の具体例
としては、ベンゾオキサゾール系では、２，５－ビス（５，７－ジ－ｔ－ペンチル－２－
ベンゾオキサゾリル）－１，３，４－チアジアゾール、４，４′－ビス（５，７－ｔ－ペ
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ンチル－２－ベンゾオキサゾリル）スチルベン、４，４′－ビス［５，７－ジ－（２－メ
チル－２－ブチル）－２－ベンゾオキサゾオリル］スチルベン、２，５－ビス（５，７－
ジ－ｔ－ペンチル－２－ベンゾオキサゾリル）チオフェン、２，５－ビス［５－α，α－
ジメチルベンジル－２－ベンゾオキサゾリル］チオフェン、２，５－ビス［５，７－ジ－
（２－メチル－２－ブチル）－２－ベンゾオキサゾリル］－３，４－ジフェニルチオフェ
ン、２，５－ビス（５－メチル－２－ベンゾオキサゾリル）チオフェン、４，４′－ビス
（２－ベンゾオキサゾリル）ビフェニル、５－メチル－２－［２－［４－（５－メチル－
２－ベンゾオキサゾリル）フェニル］ビニル］ベンゾオキサゾール、２－［２－（４－ク
ロロフェニル）ビニル］ナフト［１，２－ｄ］オキサゾール等が挙げられる。ベンゾチア
ゾール系では、２，２′－（ｐ－フェニレンジビニレン）－ビスベンゾチアゾール等が挙
げられ、ベンゾイミダゾール系では、２－［２－［４－（２－ベンゾイミダゾリル）フェ
ニル］ビニル］ベンゾイミダゾール、２－［２－（４－カルボキシフェニル）ビニル］ベ
ンゾイミダゾール等が挙げられる。更に、他の有用な化合物は、ケミストリー・オブ・シ
ンセティック・ダイズ（１９７１），第６２８～６３７頁及び第６４０頁に列挙されてい
る。また、上記のスチリルベンゼン系化合物の具体例としては、１，４－ビス（２－メチ
ルスチリル）ベンゼン、１，４－ビス（３－メチルスチリル）ベンゼン、１，４－ビス（
４－メチルスチリル）ベンゼン、ジスチリルベンゼン、１，４－ビス（２－エチルスチリ
ル）ベンゼン、１，４－ビス（３－メチルスチリル）ベンゼン、１，４－ビス（２－メチ
ルスチリル）－２－メチルベンゼン、１，４－ビス（２－メチルスチリル）－２－エチル
ベンゼン等が挙げられる。
【００７１】
　更に、上述した蛍光増白剤及びスチリルベンゼン系化合物以外にも、例えば、１２－フ
タロペリノン、１，４－ジフェニル－１，３－ブタジエン、１，１，４，４－テトラフェ
ニル－１，３－ブタジエン、ナフタルイミド誘導体、ペリレン誘導体、オキサジアゾール
誘導体、アルダジン誘導体、ピラジリン誘導体、シクロペンタジエン誘導体、ピロロピロ
ール誘導体、スチリルアミン誘導体、クマリン系化合物、Ａｐｐｌ．Ｐｈｙｓ．Ｌｅｔｔ
．，ｖｏｌ ５８，１８，Ｐ１９８２（１９９１）に記載されているような高分子化合物
、芳香族ジメチリディン系化合物が挙げられる。芳香族ジメチリディン系化合物の具体例
としては、１，４－フェニレンジメチリディン、４，４′－フェニレンジメチリディン、
２，５－キシリレンジメチリディン、２，６－ナフチレンジメチリディン、１，４－ビフ
ェニレンジメチリディン、１，４－ｐ－テレフェニレンジメチリディン、４，４′－ビス
（２，２－ジ－ｔ－ブチルフェニルビニル）ビフェニル、４，４′－ビス（２，２－ジフ
ェニルビニル）ビフェニル等、及びこれらの誘導体が挙げられる。また、上記一般式（Ｉ
）で表される化合物の具体例としては、ビス（２－メチル－８－キノリノラート）（ｐ－
フェニルフェノラート）アルミニウム（III）、ビス（２－メチル－８－キノリノラート
）（１－ナフトラート）アルミニウム（III）等が挙げられる。
【００７２】
　その他、上述した有機発光材料をホストとし、当該ホストに青色から緑色までの強い蛍
光色素、例えばクマリン系あるいは前記ホストと同様の蛍光色素をドープした化合物も、
有機発光材料として好適である。有機発光材料として前記の化合物を用いた場合には、青
色から緑色の発光（発光色はドーパントの種類によって異なる。）を高効率で得ることが
できる。
　前記化合物の材料であるホストの具体例としては、ジスチリルアリーレン骨格の有機発
光材料（特に好ましくは、例えば、４，４′－ビス（２，２－ジフェニルビニル）ビフェ
ニル）が挙げられ、前記化合物の材料であるドーパントの具体例としては、ジフェニルア
ミノビニルアリレーン（特に好ましくは、例えば、Ｎ，Ｎ－ジフェニルアミノビフェニル
ベンゼンや４，４′－ビス［２－［４－（Ｎ，Ｎ－ジ－ｐ－トリル）フェニル］ビニル］
ビフェニル）が挙げられる。
【００７３】
　発光層には、発光層の発光効率を高くするために公知のホスト化合物と公知のリン光性
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化合物（リン光発光性化合物ともいう）を含有することが好ましい。
　ホスト化合物とは、発光層に含有される化合物の内で、その層中での質量比が２０％以
上であり、かつ室温（２５℃）においてリン光発光のリン光量子収率が、０．１未満の化
合物と定義される。好ましくはリン光量子収率が０．０１未満である。ホスト化合物を複
数種併用して用いてもよい。ホスト化合物を複数種用いることで、電荷の移動を調整する
ことが可能であり、有機ＥＬ素子を高効率化することができる。また、リン光性化合物を
複数種用いることで、異なる発光を混ぜることが可能となり、これにより任意の発光色を
得ることができる。リン光性化合物の種類、ドープ量を調整することで白色発光が可能で
あり、照明、バックライトへの応用もできる。
【００７４】
　これらのホスト化合物としては、正孔輸送能、電子輸送能を有しつつ、かつ発光の長波
長化を防ぎ、なおかつ高Ｔｇ（ガラス転移温度）である化合物が好ましい。公知のホスト
化合物としては、例えば、特開２００１－２５７０７６号公報、同２００２－３０８８５
５号公報、同２００１－３１３１７９号公報、同２００２－３１９４９１号公報、同２０
０１－３５７９７７号公報、同２００２－３３４７８６号公報、同２００２－８８６０号
公報、同２００２－３３４７８７号公報、同２００２－１５８７１号公報、同２００２－
３３４７８８号公報、同２００２－４３０５６号公報、同２００２－３３４７８９号公報
、同２００２－７５６４５号公報、同２００２－３３８５７９号公報、同２００２－１０
５４４５号公報、同２００２－３４３５６８号公報、同２００２－１４１１７３号公報、
同２００２－３５２９５７号公報、同２００２－２０３６８３号公報、同２００２－３６
３２２７号公報、同２００２－２３１４５３号公報、同２００３－３１６５号公報、同２
００２－２３４８８８号公報、同２００３－２７０４８号公報、同２００２－２５５９３
４号公報、同２００２－２６０８６１号公報、同２００２－２８０１８３号公報、同２０
０２－２９９０６０号公報、同２００２－３０２５１６号公報、同２００２－３０５０８
３号公報、同２００２－３０５０８４号公報、同２００２－３０８８３７号公報等に記載
の化合物が挙げられる。
【００７５】
　複数の発光層を有する場合、これら各層のホスト化合物の５０質量％以上が同一の化合
物であることが、有機層全体に渡って均質な膜性状を得やすいことから好ましく、更には
ホスト化合物のリン光発光エネルギーが２．９ｅＶ以上であることが、ドーパントからの
エネルギー移動を効率的に抑制し、高輝度を得る上で有利となることからより好ましい。
リン光発光エネルギーとは、ホスト化合物を基板上に１００ｎｍの蒸着膜のフォトルミネ
ッセンスを測定し、そのリン光発光の０－０バンドのピークエネルギーをいう。
　ホスト化合物は、有機ＥＬ素子の経時での劣化（輝度低下、膜性状の劣化）、光源とし
ての市場ニーズ等を考慮し、リン光発光エネルギーが２．９ｅＶ以上かつＴｇが９０℃以
上のものであることが好ましい。すなわち、輝度と耐久性の両方を満足するためには、リ
ン光発光エネルギーが２．９ｅＶ以上かつＴｇが９０℃以上のものであることが好ましい
。Ｔｇは、更に好ましくは１００℃以上である。
【００７６】
　リン光性化合物（リン光発光性化合物）とは、励起三重項からの発光が観測される化合
物であり、室温（２５℃）にてリン光発光する化合物であり、リン光量子収率が、２５℃
において０．０１以上の化合物である。先に説明したホスト化合物と合わせて使用するこ
とで、より発光効率の高い有機ＥＬ素子とすることができる。
　本発明に用いられるリン光性化合物は、リン光量子収率が好ましくは０．１以上である
。上記リン光量子収率は、第４版実験化学講座７の分光IIの３９８頁（１９９２年版、丸
善）に記載の方法により測定できる。溶液中でのリン光量子収率は種々の溶媒を用いて測
定できるが、本発明に用いられるリン光性化合物は、任意の溶媒のいずれかにおいて上記
リン光量子収率が達成されればよい。
【００７７】
　リン光性化合物の発光は原理としては二種挙げられ、一つはキャリアが輸送されるホス
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ト化合物上でキャリアの再結合が起こってホスト化合物の励起状態が生成し、このエネル
ギーをリン光性化合物に移動させることでリン光性化合物からの発光を得るというエネル
ギー移動型、もう一つはリン光性化合物がキャリアトラップとなり、リン光性化合物上で
キャリアの再結合が起こりリン光性化合物からの発光が得られるというキャリアトラップ
型であるが、いずれの場合においても、リン光性化合物の励起状態のエネルギーはホスト
化合物の励起状態のエネルギーよりも低いことが条件である。
　リン光性化合物は、有機ＥＬ素子の発光層に使用される公知のものの中から適宜選択し
て用いることができる。リン光性化合物としては、好ましくは元素の周期表で８族－１０
族の金属を含有する錯体系化合物であり、更に好ましくはイリジウム化合物、オスミウム
化合物、又は白金化合物（白金錯体系化合物）、希土類錯体であり、中でも最も好ましい
のはイリジウム化合物である。
【００７８】
　本発明においては、リン光性化合物のリン光発光極大波長としては特に制限されるもの
ではなく、原理的には中心金属、配位子、配位子の置換基等を選択することで得られる発
光波長を変化させることができる。
　本発明に用いられる有機ＥＬ素子や本発明に用いられる化合物の発光する色は、「新編
色彩科学ハンドブック」（日本色彩学会編、東京大学出版会、１９８５）の１０８頁の図
４．１６において、分光放射輝度計ＣＳ－１０００（コニカミノルタ社製）で測定した結
果をＣＩＥ色度座標にあてはめた時の色で決定される。
　本発明において白色素子とは、２°視野角正面輝度を上記方法により測定した際に、１
０００ｃｄ／ｍ２でのＣＩＥ１９３１ 表色系における色度がＸ＝０．３３±０．０７、
Ｙ＝０．３３±０．０７の領域内にあることをいう。
【００７９】
＜電子注入層＞
　電子注入層とは、電子を輸送する機能を有する材料からなり広い意味で電子輸送層に含
まれる。電子注入層とは、駆動電圧低下や発光輝度向上のために電極と有機層間に設けら
れる層のことで、「有機ＥＬ素子とその工業化最前線（１９９８年１１月３０日エヌ・テ
ィー・エス社発行）」の第２編第２章「電極材料」（１２３～１６６頁）に詳細に記載さ
れている。電子注入層（陰極バッファー層）は、特開平６－３２５８７１号公報、同９－
１７５７４号公報、同１０－７４５８６号公報等にもその詳細が記載されており、具体的
にはストロンチウムやアルミニウム等に代表される金属バッファー層、フッ化リチウムに
代表されるアルカリ金属化合物バッファー層、フッ化マグネシウムに代表されるアルカリ
土類金属化合物バッファー層、酸化アルミニウムに代表される酸化物バッファー層等が挙
げられる。
　上記バッファー層（注入層）はごく薄い膜であることが望ましく、素材にもよるがその
層厚は０．１ｎｍ～５μｍの範囲が好ましい。
【００８０】
　他に発光層側に隣接する電子輸送層に用いられる電子輸送材料（正孔阻止材料を兼ねる
）としては、陰極より注入された電子を発光層に伝達する機能を有していればよく、その
材料としては従来公知の化合物の中から任意のものを選択して用いることができ、例えば
、ニトロ置換フルオレン誘導体、ジフェニルキノン誘導体、チオピランジオキシド誘導体
、カルボジイミド、フレオレニリデンメタン誘導体、アントラキノジメタン及びアントロ
ン誘導体、オキサジアゾール誘導体等が挙げられる。更に、上記オキサジアゾール誘導体
において、オキサジアゾール環の酸素原子を硫黄原子に置換したチアジアゾール誘導体、
電子吸引基として知られているキノキサリン環を有するキノキサリン誘導体も、電子輸送
材料として用いることができる。更にこれらの材料を高分子鎖に導入した、又はこれらの
材料を高分子の主鎖とした高分子材料を用いることもできる。
【００８１】
　また、８－キノリノール誘導体の金属錯体、例えば、トリス（８－キノリノール）アル
ミニウム（Ａｌｑ）、トリス（５，７－ジクロロ－８－キノリノール）アルミニウム、ト
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リス（５，７－ジブロモ－８－キノリノール）アルミニウム、トリス（２－メチル－８－
キノリノール）アルミニウム、トリス（５－メチル－８－キノリノール）アルミニウム、
ビス（８－キノリノール）亜鉛（Ｚｎｑ）等、及びこれらの金属錯体の中心金属がＩｎ、
Ｍｇ、Ｃｕ、Ｃａ、Ｓｎ、Ｇａ又はＰｂに置き替わった金属錯体も、電子輸送材料として
用いることができる。その他、メタルフリー若しくはメタルフタロシアニン、又はそれら
の末端がアルキル基やスルホン酸基等で置換されているものも、電子輸送材料として好ま
しく用いることができる。また、ジスチリルピラジン誘導体も、電子輸送材料として用い
ることができるし、正孔注入層、正孔輸送層と同様に、ｎ型－Ｓｉ、ｎ型－ＳｉＣ等の無
機半導体も電子輸送材料として用いることができる。電子輸送層の層厚については特に制
限はないが、通常は５ｎｍ～５μｍ程度、好ましくは５～２００ｎｍである。電子輸送層
は上記材料の一種又は二種以上からなる１層構造であってもよい。
【００８２】
　また、不純物をドープしたｎ性の高い電子輸送層を用いることもできる。その例として
は、特開平４－２９７０７６号公報、特開平１０－２７０１７２号公報、特開２０００－
１９６１４０号公報、特開２００１－１０２１７５号公報、Ｊ．Ａｐｐｌ．Ｐｈｙｓ．，
９５，５７７３（２００４）等に記載されたものが挙げられる。このようなｎ性の高い電
子輸送層を用いることがより低消費電力の素子を作製することができるため好ましい。
　本発明に用いられる有機ＥＬ素子の発光の室温における外部取り出し効率は１％以上で
あることが好ましく、より好ましくは５％以上である。ここで、外部取り出し量子効率（
％）＝有機ＥＬ素子外部に発光した光子数／有機ＥＬ素子に流した電子数×１００である
。
　また、カラーフィルター等の色相改良フィルター等を併用しても、有機ＥＬ素子からの
発光色を、蛍光体を用いて多色へ変換する色変換フィルターを併用してもよい。色変換フ
ィルターを用いる場合においては、有機ＥＬ素子の発光のλｍａｘは４８０ｎｍ以下が好
ましい。
【００８３】
＜電子注入層：陰極バッファー層＞
　電子注入層形成工程で形成される電子注入層（陰極バッファー層）とは、電子を輸送す
る機能を有する材料からなり広い意味で電子輸送層に含まれる。
　電子注入層とは、駆動電圧低下や発光輝度向上のために電極と有機層間に設けられる層
のことで、「有機ＥＬ素子とその工業化最前線（１９９８年１１月３０日エヌ・ティー・
エス社発行）」の第２編第２章「電極材料」（１２３～１６６頁）に詳細に記載されてい
る。
　電子注入層（陰極バッファ層）は、特開平６－３２５８７１号公報、同９－１７５７４
号公報、同１０－７４５８６号公報等にもその詳細が記載されており、具体的にはストロ
ンチウムやアルミニウム等に代表される金属バッファー層、フッ化リチウムに代表される
アルカリ金属化合物バッファー層、フッ化マグネシウムに代表されるアルカリ土類金属化
合物バッファー層、酸化アルミニウムに代表される酸化物バッファー層等が挙げられる。
【００８４】
＜第２電極：陰極＞
　第２電極（陰極）としては、仕事関数の小さい（４ｅＶ以下）金属（電子注入性金属と
称する。）、合金、電気伝導性化合物及びこれらの混合物を電極物質とするものが用いら
れる。
　このような電極物質の具体例としては、ナトリウム、ナトリウム－カリウム合金、マグ
ネシウム、リチウム、マグネシウム／銅混合物、マグネシウム／銀混合物、マグネシウム
／アルミニウム混合物、マグネシウム／インジウム混合物、アルミニウム／酸化アルミニ
ウム（Ａｌ２Ｏ３）混合物、インジウム、リチウム／アルミニウム混合物、希土類金属等
が挙げられる。
【００８５】
　これらの中で、電子注入性及び酸化等に対する耐久性の点から、電子注入性金属とこれ
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より仕事関数の値が大きく安定な金属との混合物、例えば、マグネシウム／銀混合物、マ
グネシウム／アルミニウム混合物、マグネシウム／インジウム混合物、アルミニウム／酸
化アルミニウム（Ａｌ２Ｏ３）混合物、リチウム／アルミニウム混合物、アルミニウム等
が好適である。陰極はこれらの電極物質を蒸着やスパッタリング等の方法により薄膜を形
成させることにより、作製することができる。
　なお、発光した光を透過させるため、有機ＥＬ素子の第１電極（陽極）又は第２電極（
陰極）のいずれか一方が、透明又は半透明であれば発光輝度が向上し好都合である。
　また、第２電極に上記金属を１～２０ｎｍの膜厚で作製した後に、第１電極の説明で挙
げた導電性透明材料をその上に作製することで、透明又は半透明の第２電極（陰極）を作
製することができ、これを応用することで第１電極（陽極）と第２電極（陰極）の両方が
透過性を有する素子を作製することができる。
【００８６】
＜封止部材＞
　次いで、封止部材の構成について説明する。
　本発明に用いられる封止部材に適用する基板は、可撓性基板であり、例えば、エチレン
テトラフルオロエチル共重合体（ＥＴＦＥ）、高密度ポリエチレン（ＨＤＰＥ）、延伸ポ
リプロピレン（ＯＰＰ）、ポリスチレン（ＰＳ）、ポリメチルメタクリレート（ＰＭＭＡ
）、延伸ナイロン（ＯＮｙ）、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリカーボネー
ト（ＰＣ）、ポリイミド、ポリエーテルスチレン（ＰＥＳ）など一般の包装用フィルムに
使用されている熱可塑性樹脂フィルム材料を挙げることができる。これら熱可塑性樹脂フ
ィルムは、必要に応じて異種フィルムと共押出しで作った多層フィルム、延伸角度を変え
て貼り合わせて作った多層フィルム等も当然使用できる。更に必要とする物性を得るため
に使用するフィルムの密度、分子量分布を組み合わせて作ることも当然可能である。
【００８７】
　熱可塑性樹脂フィルムの場合は、蒸着法やコーティング法でガスバリア層を形成する必
要がある。ガスバリア層としては、例えば、金属蒸着膜、金属箔が挙げられる。無機蒸着
膜としては薄膜ハンドブックｐ８７９～ｐ９０１（日本学術振興会）、真空技術ハンドブ
ックｐ５０２～ｐ５０９、ｐ６１２、ｐ８１０（日刊工業新聞社）、真空ハンドブック増
訂版ｐ１３２～ｐ１３４（ＵＬＶＡＣ　日本真空技術Ｋ．Ｋ）に記載されているような金
属蒸着膜が挙げられる。例えば、Ｉｎ、Ｓｎ、Ｐｂ、Ａｕ、Ｃｕ、Ａｇ、Ａｌ、Ｔｉ、Ｎ
ｉ等の金属が用いられる。
　また、金属箔の材料としては、例えば、アルミニウム、銅、ニッケルなどの金属材料や
、ステンレス、アルミニウム合金などの合金材料を用いることができるが、加工性やコス
トの面でアルミニウムが好ましい。膜厚は、１～１００μｍ程度、好ましくは１０～５０
μｍ程度が望ましい。
　また、製造時の取り扱いを容易にするために、ポリエチレンテレフタレート、ナイロン
などのフィルムをあらかじめラミネートしておいてもよい。可撓性の封止部材に樹脂フィ
ルムを使用する場合、液状シール剤と接触する側に熱可塑性接着性樹脂層を有することが
好ましい。
【００８８】
　更に、ガスバリア層の上に保護層を設けてもよい。保護層の層厚は、ガスバリア層の耐
ストレスクラッキング性、耐電気的絶縁性、シール剤層として使用する場合は接着性（接
着力、段差追従性）等を考慮し、１００ｎｍ～２００μｍが好ましい。保護層としては、
ＪＩＳ　Ｋ　７２１０－１９９９に規定のメルトフローレートが５～２０ｇ／１０ｍｉｎ
である熱可塑性樹脂フィルムが好ましく、更に好ましくは、６～１５ｇ／１０ｍｉｎ以下
の熱可塑性樹脂フィルムを用いることが好ましい。
　これは、メルトフローレートが５ｇ／１０ｍｉｎ以下の樹脂を用いると、各電極の取り
出し電極の段差により生じる隙間部を完全に埋めることができず、２０ｇ／１０ｍｉｎ以
上の樹脂を用いると引っ張り強さや耐ストレスクラッキング性、加工性などが低下するた
めである。
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【００８９】
　封止部材の水蒸気透過度は、有機ＥＬ素子として製品化する際に必要とするガスバリア
性等を考慮し、０．０１ｇ／ｍ２・２４ｈ以下であることが好ましく、かつ酸素透過度は
、０．１ｍｌ／ｍ２・２４ｈ・ａｔｍ以下であることが好ましい。水分透過度は、ＪＩＳ
　Ｋ　７１２９Ｂ法（１９９２年）に準拠した方法で主としてＭＯＣＯＮ法により測定し
た値である。酸素透過度は、ＪＩＳ　Ｋ　７１２６Ｂ法（１９８７年）に準拠した方法で
主としてＭＯＣＯＮ法により測定した値である。
　可撓性封止部材のヤング率は有機ＥＬ素子との密着性、液状接着剤の塗れ広がり防止等
を考慮し、１×１０－３～８０ＧＰａであり、厚さが１０～５００μｍであることが好ま
しい。
【００９０】
＜接着剤＞
　本発明に用いられる有機ＥＬ素子の製造に用いる接着剤としては、光硬化型あるいは熱
硬化型の液状接着剤や、熱可塑性樹脂、光硬化性樹脂等が挙られる。
　液状接着剤としては、アクリル酸系オリゴマー、メタクリル酸系オリゴマーの反応性ビ
ニル基を有する光硬化及び熱硬化型シール剤、２－シアノアクリル酸エステルなどの湿気
硬化型等の接着剤、エポキシ系などの熱及び化学硬化型（二液混合）等の接着剤、カチオ
ン硬化タイプの紫外線硬化型エポキシ樹脂接着剤等を挙げることができる。液状接着剤に
は必要に応じてフィラーを添加することが好ましい。フィラーの添加量としては、接着力
を考慮し、５～７０体積％が好ましい。
　また、添加するフィラーの大きさは、接着力、貼合圧着後の接着剤の厚さ等を考慮し、
１～１００μｍが好ましい。添加するフィラーの種類としては特に限定はなく、例えばソ
ーダガラス、無アルカリガラスあるいはシリカ、二酸化チタン、酸化アンチモン、チタニ
ア、アルミナ、ジルコニアや酸化タングステン等の金属酸化物等が挙げられる。
　液状接着剤を使用して封止部材と有機ＥＬ構造体とを接着する場合、貼合部は、貼合安
定性、貼合部内への気泡混入防止、可撓性封止部材の平面性保持等を考慮し、１０～１×
１０－５Ｐａの減圧条件で行うことが好ましい。
【００９１】
　熱可塑性樹脂としては、ＪＩＳ　Ｋ　７２１０－１９９９に規定のメルトフローレート
が５～２０ｇ／１０ｍｉｎである熱可塑性樹脂が好ましく、更に好ましくは、６～１５ｇ
／１０ｍｉｎ以下の熱可塑性樹脂を用いることが好ましい。
　これは、メルトフローレートが５ｇ／１０ｍｉｎ以下の樹脂を用いると、各電極の取り
出し電極の段差により生じる隙間部を完全に埋めることができず、２０ｇ／１０ｍｉｎ以
上の樹脂を用いると引っ張り強さや耐ストレスクラッキング性、加工性などが低下するた
めである。貼合方法は一般的に知られている各種の方法、例えばウェットラミネート法、
ドライラミネート法、ホットメルトラミネート法、押出しラミネート法及び熱ラミネート
法を利用して作ることが可能である。
【００９２】
　熱可塑性樹脂は、上記数値を満たすものであれば特に限定されるものではないが、例え
ば機能性包装材料の新展開（株式会社東レリサーチセンター）に記載の高分子フィルムで
ある低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）、ＨＤＰＥ、線状低密度ポリエチレン（ＬＬＤＰＥ
）、中密度ポリエチレン、未延伸ポリプロピレン（ＣＰＰ）、ＯＰＰ、ＯＮｙ、ＰＥＴ、
セロハン、ポリビニルアルコール（ＰＶＡ）、延伸ビニロン（ＯＶ）、エチレン－酢酸ビ
ニル共重合体（ＥＶＯＨ）、エチレン－プロピレン共重合体、エチレン－アクリル酸共重
合体、エチレン－メタクリル酸共重合体、塩化ビニリデン（ＰＶＤＣ）等の使用が可能で
ある。これらの熱可塑性樹脂の中で特にＬＤＰＥ、ＬＬＤＰＥ及びメタロセン触媒を使用
して製造したＬＤＰＥ、ＬＬＤＰＥ、また、ＬＤＰＥ、ＬＬＤＰＥとＨＤＰＥフィルムの
混合使用した熱可塑性樹脂を使用することが好ましい。
　本発明においては、エージング処理時に、有機ＥＬ素子を発光させた際に発生する熱エ
ネルギーを、接着剤、特に熱硬化性樹脂の硬化エネルギーとして活用してもよい。
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【００９３】
　以上のように、本発明の有機ＥＬ用光拡散シートは、有機ＥＬパネルに具備されること
により、不燃性及び光拡散性を著しく向上させることができる。
【実施例】
【００９４】
　以下、実施例を挙げて本発明を具体的に説明するが、本発明はこれらに限定されるもの
ではない。なお、実施例において「部」あるいは「％」の表示を用いるが、特に断りがな
い限り「質量部」あるいは「質量％」を表す。
【００９５】
　以下に、実施例を挙げて、本発明の有機ＥＬ用光拡散シートをより具体的に説明する。
なお、本発明は実施例に限定されるものではない。
【００９６】
（光拡散シートａの作製）
　織り密度が経６２本×緯５８本（本／２５ｍｍ２）、目付量１０８ｇ／ｍ２、厚さが８
９μｍの平織りガラスクロス（ガラス繊維の番手：２２．５ｔｅｘ、ガラス繊維径７μｍ
）をヒートクリーニングしガラスクロスＡとした。
　次に、平均粒子径２０ｎｍの固形分４０％のコロイダルシリカ溶液（日本化学工業社製
、商品名「シリカドール４０」）に０．５％のエチレン酢酸ビニル共重合体溶液（昭和電
工社製、商品名「ポリゾール　ＥＶＡ　ＡＤ－１８」）加え、３０分撹拌し、コロイダル
シリカ粒子が分散した固形分４０．５％の溶液Ａを得た。
【００９７】
　次いで溶液ＡをガラスクロスＡに含浸させた後、ニップロールでプレスし、余分な溶液
Ａを絞り落とした。その後、熱風乾燥機で１５０℃、５分間乾燥させガラスクロス表面に
コロイダルシリカ粒子が固着したガラスクロスＡを得た。このときガラスクロスＡに付着
したコロイダルシリカ量は、１２．２ｇ／ｍ２であった。
　さらに、得られたガラスクロスＡに金属アルコキシド（株式会社Ａ・Ｒ・Ｄ社製、商品
名「ＡＲ－７０９ＭＤ－ＣＲ・０２」）を含浸させ、ドクターバーで金属アルコキシドを
そぎ落とし、付着量を調整した。その後、熱風乾燥機で１３０℃、５分間乾燥させ有機Ｅ
Ｌ用光拡散シートａを得た。このときの金属アルコキシドの付着量は、１０．３ｇ／ｍ２

であった。
【００９８】
（光拡散シートｂの作製）
　織り密度が経６０本×緯５８本（本／２５ｍｍ２）、目付量１０８ｇ／ｍ２、厚さが１
００μｍの平織りガラスクロス（ガラス繊維の番手：２２．５ｔｅｘ、ガラス繊維径７μ
ｍ）をヒートクリーニングしたガラスクロスＢを用いた以外は、光拡散シートａと同様に
して有機ＥＬ用光拡散シートｂを得た。なお、光拡散シートａと同様に、ガラスクロスに
付着したコロイダルシリカ量は１２．２ｇ／ｍ２、付着した金属アルコラート量は、１０
．３ｇ／ｍ２であった。
【００９９】
（光拡散シートｃの作製）
　目付量１４９ｇ／ｍ２、厚さが１２０μｍの平織りガラスクロスガラス繊維の番手（３
３．７ｔｅｘ、ガラス繊維径６μｍ）をヒートクリーニングしたガラスクロスＣを用いた
以外は、光拡散シートａと同様にして有機ＥＬ用光拡散シートｃを得た。なお、光拡散シ
ートａと同様に、ガラスクロスに付着したコロイダルシリカ量は１２．６ｇ／ｍ２、付着
した金属アルコキシド量は、１０．８ｇ／ｍ２であった。
【０１００】
（光拡散シートｄの作製）
　目付量２１７ｇ／ｍ２、厚さが１７４μｍの平織りガラスクロスガラス繊維の番手（６
７．５ｔｅｘ、ガラス繊維径９μｍ）をヒートクリーニングしたガラスクロスＤを得た。
得られたガラスクロスＤに金属アルコキシド（株式会社Ａ・Ｒ・Ｄ社製、商品名「ＡＲ－
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７０９ＭＤ－ＣＲ・０２」）を含浸させ、ドクターバーで金属アルコラートをそぎ落とし
、付着量を調整した。その後、熱風乾燥機で１３０℃、５分間乾燥させ有機ＥＬ用光拡散
シートｄを得た。このときの金属アルコキシドの付着量は、２２．５ｇ／ｍ２であった。
【０１０１】
（光拡散シートｅの作製）
　目付量３４７ｇ／ｍ２、厚さが２６２μｍの平織りガラスクロスガラス繊維の番手（１
３５ｔｅｘ、ガラス繊維径９μｍ）をヒートクリーニングしたガラスクロスＥを得た。得
られたガラスクロスＥに、アクリルポリオール（アクリディック４９－３９４ＩＭ＜固形
分６０％＞、三井武田ケミカル社製）３２質量部と、シリコーン樹脂粒子（平均粒径２７
．２μｍ）１８０質量部と、シリコーン樹脂粒子（平均粒径３０．０μｍ）４０質量部と
、酢酸ブチル２１５質量部との組成で調整された溶液を含浸した。その後、熱風乾燥機で
１３０℃、５分間乾燥させ有機ＥＬ用光拡散シートｅを得た。
【０１０２】
［実施例１］
（素子基板の作製）
　はじめに、プラズマＣＶＤ法による成膜を行うＣＶＤ装置を用いて、以下の条件で、素
子基板表面にガスバリア層として窒化ケイ素膜を含む、ガスバリア層付き素子基板を作製
した。
【０１０３】
　素子基板は、厚さ１２５μｍのＰＥＴフィルム（東レフィルム加工株式会社製タフトッ
プ）を用いた。素子基板を真空チャンバー内の所定位置にセットして、真空チャンバーを
密閉した。
【０１０４】
　次いで、真空チャンバー内を排気して、圧力が０．０１Ｐａとなった時点で、反応ガス
として、シランガス、アンモニアガス及び窒素ガスを導入した。なお、１０１３ｈＰａ、
２５℃において、シランガスの流量は５０ｍＬ／分、アンモニアガスの流量は１００ｍＬ
／分、窒素ガスの流量は１５０ｍＬ／分とした。そして、真空チャンバー内の圧力が１０
０Ｐａとなるように、真空チャンバー内の排気を調整した。
【０１０５】
　次いで、電極に７５０Ｗの高周波電力を供給して、素子基板表面に、ガスバリア層とし
て窒化ケイ素層を厚さ１００ｎｍで成膜した。これにより、酸素透過度０．０１ｍｌ／ｍ
２・２４ｈ・ａｔｍ以下、水蒸気透過度０．０１ｇ／ｍ２・２４ｈ以下のガスバリア性を
有する素子基板を作製した。
【０１０６】
（有機ＥＬ素子の作製）
　得られた素子基板上に、スパッタ装置により、陽極としてＩＴＯ（酸化インジウムスズ
）を厚さ１１０ｎｍで設けた。そして、フォトリソグラフィー法によりＩＴＯのパターニ
ングを行った後、このＩＴＯ透明電極を付けた基板をイソプロピルアルコールで超音波洗
浄し、乾燥窒素ガスで乾燥し、ＵＶオゾン洗浄を５分間行った。
　この基板を市販の真空蒸着装置の基板ホルダーに固定した。真空蒸着装置内の蒸着用る
つぼの各々に、ＣｕＰｃ（銅フタロシアニン）、α－ＮＰＤ、ＦＩｒ（ｐｉｃ）、ＤＰＶ
Ｂｉ、ＣＢＰ、Ｉｒ（ｐｐｙ）３、Ｉｒ（ｐｉｑ）３、ＢＡｌｑ、Ａｌｑ、ＬｉＦを各々
素子作製に最適の量を充填した。蒸着用るつぼは、モリブデン製又はタングステン製抵抗
加熱用材料で作製されたものを用いた。
【０１０７】
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【化１】

【０１０８】
　次いで、真空度４×１０－４Ｐａまで減圧した後、ＣｕＰｃの入った前記蒸着用るつぼ
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に通電して加熱し、ＣｕＰｃを蒸着速度０．１ｎｍ／秒で素子基板のＩＴＯ電極側に蒸着
し、１５ｎｍの正孔注入層を設けた。
　次いで、α－ＮＰＤを蒸着速度０．１ｎｍ／秒で正孔注入層上に蒸着速度０．１ｎｍ／
秒で蒸着し、２５ｎｍの正孔輸送層を設けた。
　次いで、ＦＩｒ（ｐｉｃ）を３質量％として、ＤＰＶＢｉをホスト化合物として、合計
の蒸着速度０．１ｎｍ／秒で正孔輸送層上に共蒸着して、層厚１５ｎｍの青色発光層を設
けた。
　次いで、中間層としてＣＢＰを蒸着速度０．１ｎｍ／秒で青色発光層上に５ｎｍ蒸着し
た。
【０１０９】
　次いで、Ｉｒ（ｐｉｑ）３を８質量％として、ＣＢＰをホストとして、合計の蒸着速度
０．１ｎｍ／秒で中間層上に共蒸着して、層厚１０ｎｍの赤色発光層を設けた。
　次いで、赤色発光層の上に正孔阻止層としてＢＡｌｑを蒸着速度０．１ｎｍ／秒で１５
ｎｍ蒸着した。
　次いで、正孔阻止層の上に電子輸送層としてＡｌｑを蒸着速度０．１ｎｍ／秒で３０ｎ
ｍ蒸着した。
　更に、電子注入層としてＬｉＦを電子輸送層上に蒸着速度０．１ｎｍ／秒で１ｎｍ蒸着
した。
　最後にアルミニウムを厚さが１１０ｎｍとなるように蒸着して陰極を形成し、有機ＥＬ
素子を作製した。このようにして得られた有機ＥＬ素子は、発光パターンが２０ｍｍ×１
６．５ｍｍ×４画素の４分割発光パターンである（４画素分合計で４１×３４ｍｍの面積
となる）。
【０１１０】
（有機ＥＬパネルＡの作製）
　膜厚２５μｍのポリエチレンテレフタレートフィルム上に、ガスバリア層として、３０
μｍ厚のアルミニウム箔をラミネートして封止材を作製した。
　封止材のアルミニウム箔面上に、熱硬化型接着剤ストラクトボンドＥ－４１３（三井化
学社製）を塗布し、封止材を静置した。その後、有機ＥＬ素子の陰極と封止材のアルミニ
ウム箔とが熱硬化型接着剤を介して対向するように積層した。１×１０－２Ｐａの減圧環
境下で真空ラミネータを用いて、押圧力０．１ＭＰａで１００℃、６０秒間圧着し、さら
に硬化処理として１００℃で３０分間加熱を施して、有機ＥＬ素子の本体部の封止を行っ
た。
【０１１１】
　次に、光拡散シートａの表面に、熱硬化型接着剤ストラクトボンドＥ－４１３（三井化
学社製）１００質量部に平均粒子径０．８μｍのシリカを添加して、２０℃条件下ペイン
トシェーカーで２時間分散して混合した後塗布した。その後、光取り出しシートａの接着
剤塗布面と、作製した有機ＥＬ素子の素子基板とが接触するように有機ＥＬ素子を積層し
た。１×１０－２Ｐａの減圧環境下で真空ラミネータを用いて、押圧力０．１ＭＰａで１
００℃、６０秒間圧着した。その後、硬化処理として１００℃で３０分間加熱を施して、
有機ＥＬパネルＡを作製した。なお、使用した熱硬化型接着剤ストラクトボンドＥ－４１
３の全光線透過率（全光透過率）は９０％であった。
【０１１２】
［実施例２］
　実施例１において、光拡散シートａを光拡散シートｂに変更して、他は同様の条件で有
機ＥＬパネルＢを作製した。
【０１１３】
［実施例３］
　実施例１において、光拡散シートａを光拡散シートｃに変更して、他は同様の条件で有
機ＥＬパネルＣを作製した。
【０１１４】
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［比較例１］
　実施例１において、光拡散シートａを光拡散シートｄに変更して、他は同様の条件で有
機ＥＬパネルＤを作製した。
【０１１５】
［比較例２］
　実施例１において、光拡散シートａを光拡散シートｅに変更して、他は同様の条件で有
機ＥＬパネルＥを作製した。
【０１１６】
［比較例３］
　実施例１において、光拡散シートａを使用せず、封止材のみを接着することとして、他
は同様の条件で有機ＥＬパネルＦを作製した。
　以上のとおり作製した有機ＥＬパネルを表１に示した。
【０１１７】
（評価試験条件）
　作製した光拡散シートａ～ｅ及び有機ＥＬパネルＡ～Ｆについて、下記に記載の特性評
価試験を行った。光拡散シートについては、そのヘイズ値及び全光透過率についての評価
を行い、有機ＥＬパネルＡ～Ｅについては、輝度特性、密着性及び難燃性についての評価
を行い、有機ＥＬパネルＦについては、輝度特性、難燃性についての評価を行った。評価
結果を表２に示した。
【０１１８】
＜ヘイズ値及び全光透過率評価＞
　作製した光拡散シートについて、ヘイズ値（％）はＪＩＳ　Ｋ　７１３６－２０００に
準拠し、全光透過率（％）はＪＩＳ　Ｋ　７３６１－１－１９９７に準拠して日本電色工
業株式会社製ＮＤＨ４０００を用いて測定した。
【０１１９】
＜発光特性評価＞
　発光特性は以下のようにして評価した。
【０１２０】
（輝度）
　まず、作製直後の有機ＥＬ素子に対して、陽極及び陰極間に２．５ｍＡ／ｃｍ２の直流
電流を流し、輝度（初期輝度）を測定した。
【０１２１】
（光取り出し効率）
　光拡散シートを備えない比較例４の有機ＥＬ素子Ｆの輝度に対する、光拡散シートａ～
ｅを備える有機ＥＬパネルＡ～Ｅの輝度の相対比率を光取り出し効率（％）として算出し
た。光取り出し効率が大きいほど、有機ＥＬパネルとして良好な性能を有することを示し
ている。
【０１２２】
（角度依存性）
　作製した有機ＥＬパネルに対し、２．５ｍＡ／ｃｍ２定電流を流したときの発光色の色
度を発光面に対して垂直方向を正面とし、０°、６０°でｘｙ色度を測定した。０°のｘ
値と６０°のｘ値の差をΔｘとし、Δｘ≦０．０３を○、Δｘ＞０．０３を×として角度
依存性を評価した。輝度（ｃｄ／ｍ２）と角度依存性は、分光放射輝度計（コニカミノル
タ社製　ＣＳ－２０００）を用いて測定した。
【０１２３】
＜密着性評価（剥離強度）＞
　光拡散シートａ～ｅを備える有機ＥＬパネルＡ～Ｅの光拡散シートの剥離強度を測定し
た。また有機ＥＬパネルＡ～Ｅを６０℃、９０％環境下に５００時間放置した後の剥離強
度を測定した。剥離強度（Ｎ／ｃｍ）はイマダ社製の１８０°剥離試験機を用いて測定し
た。
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【０１２４】
＜難燃性評価＞
　有機ＥＬパネルＡ～Ｆに輻射熱で３．５Ｗ／ｃｍ２の熱を加えた状態で、さらに、各有
機ＥＬパネルに対して炎を５分間当てた。その際の最大発熱量Ｐｅａｋ　ＲＨＲ（Ｒａｔ
ｅｄ　Ｈｅａｔ　Ｒｅｌｅａｓｅ）（ｋＷ／ｍ２）、２分間の総発熱量ＴＨＲ（Ｔｏｔａ
ｌ　Ｈｅａｔ　Ｒｅｌｅａｓｅ）（ｋＷ×ｍｉｎ／ｍ２）を測定した。なお、最大発熱量
及び総発熱量はいずれも、小さい方が難燃性に優れていることを示している。
【０１２５】
（評価結果）
　評価結果を表１及び表２に示す。
【０１２６】
【表１】

【０１２７】
【表２】

【０１２８】
　表２に示す評価結果から明らかなように、実施例１～３の有機ＥＬパネルＡ～Ｃは、い
ずれも光取り出し効率が１２０％を超えており、角度依存性も優れている。よって、それ
ぞれ所定の光拡散シートの使用により、優れた光取り出し効率（光拡散性）を実現するこ
とができた。
【０１２９】
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　さらに、ガラスクロスを有する光拡散シートの使用により、ガラスクロスを使用してい
ない比較例３の有機ＥＬパネルＦに比較して、最大発熱量Ｐｅａｋ　ＲＨＲ、及び２分間
の総発熱量ＴＨＲのいずれにおいても、大幅に数値が低下しており、難燃性においても優
れた性能を備えていることが分かった。
【０１３０】
　特に、ガラスクロスに含浸させる樹脂にコロイダルシリカと金属アルコキシドを用い、
目付け８０～１２０ｇ／ｍ２、厚さが８０～１２０μｍの範囲内である実施例１及び２の
有機ＥＬパネルＡ及びＢは、難燃性を維持したままいずれも光取り出し効率が１４０％を
超えており、優れた光取り出し効率（光拡散性）を実現することができた。
【０１３１】
　このように、本発明によれば、良好な光取り出し効率（光拡散性）と優れた難燃性を両
立した有機ＥＬパネルを提供することができることが分かった。
【符号の説明】
【０１３２】
　１　　有機ＥＬ素子
　２　　有機ＥＬ用光拡散シート
　３　　封止材
　４、５　接着層
　１０　有機ＥＬパネル
　１１　素子基板
　１２　陽極
　１３　有機化合物層
　１４　陰極

【図１】
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